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研究成果の概要（和文）：　この研究は、医療施設から在宅への療養生活の移行がスムーズに、また当事者主体
で行われることを目指し、中間施設としての役割が期待されている『介護老人保健施設』での支援に焦点を当て
て行った。
　まず、文献調査、インタビュー調査を行い、①在宅支援機能の高い介護老人保健施設で行われている取り組み
（１５項目）、②介護が必要な高齢者が主体的に療養生活を移行することに関連する要因（５大項目、１３中項
目）、③介護が必要な高齢者が主体的に療養生活を移行することを支援するための看護実践モデルの枠組みを明
らかにした。そして、全国の介護老人保健施設を対象に質問紙調査を行い、③の看護実践モデルの妥当性の確認
を行った。

研究成果の概要（英文）：This research examines smoothly transitioning elderly requiring long-term 
care from a medical facility to home care and the actions of the elderly themselves, and focuses on 
support at long-term care health facilities that are expected to play the role of a transitional 
facility.
　First, a literature search and interviews were conducted to clarify (1) efforts implemented at 
long-term care health facilities with extensive home-care support (15 items), (2) factors related to
 elderly requiring nursing care proactively transitioning to home care (5 major items, 13
sub-items), and (3) the frameworks of nursing practice models for supporting elderly requiring 
nursing care proactively transitioning to home care. 
　A questionnaire was then carried out on long-term care health facilities throughout Japan to 
confirm the suitability of the frameworks of the nursing practice model in (3).

研究分野：老年看護学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究で焦点を当てている「在宅強化型老
健」とは、入所者の在宅復帰に力をいれてい
る介護老人保健施設（以下、老健と略す）を
さし、具体的には、直近６か月の在宅復帰率
が 50％以上、ベッドの回転率が 10％以上、
要介護度４・５の入所者の割合が 35％以上な
どの要件を満たす老健である。平成 26年 10
月現在、全国のすべての老健 3382 施設（平
成 22年 10月 1日現在）（国民衛生の動向、
2012）のうち、在宅強化型老健の加算を算定
できている施設は、201 施設（公表希望施設）
（全国老人保健施設協会ホームページ、
2014）であり、全体の約 5.9％に過ぎない。
これらこのとから、医療施設における在院日
数の短縮化を背景として、医療施設から在宅
への療養生活の移行における老健の役割は
ますます期待されているが、現状においては
在宅復帰を推進する中間施設としての役割
は果たし切れていない現状がある。 
一方、在宅強化型老健に関する先行研究を
調べると、施設独自の取り組みの一部を紹介
している文献は散見されるものの、在宅強化
型老健における看護実践について具体的に
明らかにする取り組みは、学術的な観点から
はほとんどなされていない。 
さらに、老健は生活を中心とした施設であ
るが、老健の入所者の要介護度（厚生労働省、
2014）は要介護 5 が 21.0％、要介護４が
27.0％と決して低くはなく、また、入院期間
の短縮化に伴い、医療依存度の高い高齢者の
受け入れニーズは高まっており、医療的な側
面から生活を支援する必要性が高く、在宅へ
の移行を支援する際には、看護職者の果たす
役割が大きい。 
 また、施設に入所している高齢者にとって
の在宅移行支援とは、“自宅に戻れるか否か”
という結果だけの問題ではなく、在宅での療
養生活を見据えた移行支援のプロセスその
ものが高齢者本人を主体とした療養生活の
構築や生活の質の向上に寄与すると考える。 
以上より、在宅強化型老健および在宅復
帰・在宅療養支援機能加算を算定可能な老健
に焦点をあて、要介護者主体の在宅療養支援
を実現するための『在宅強化型老健における
看護実践モデル』を開発することを目指した。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は３つである。 
（１）在宅強化型老健の算定可能な施設の特
徴の解明（研究目的１） 
（２）在宅復帰率が高い老健をフィールドと
した、要介護高齢者の主体的な療養生活の移
行に関連する要因の解明（研究目的２） 
（３）在宅強化型老健の看護実践モデルの開
発（研究目的３） 
 
３．研究の方法 
（１）在宅強化型老健の算定可能な施設の特
徴の解明（研究目的１） 

医中誌 Web 版、CiNii、JDreamⅢをデータ
ベースとして文献検討を行った。キーワード
は「介護老人保健施設」、「在宅強化型」、「在
宅復帰」、「在宅療養支援」とし、「介護老人
保健施設」に、それ以外の 3つのキーワード
をそれぞれ組み合わせてＡＮＤ検索を行っ
た。抽出された 30 文献にハンドサーチで得
られた２文献を加えた３２文献を分析対象
とした。 
そして、抽出された対象文献を精読し、在
宅復帰率向上に向けた取り組みおよび現状
における課題が書かれている箇所を抜き出
し、内容の類似性によって分類した。 
 
（２）在宅復帰率が高い老健をフィールドと
した、要介護高齢者の主体的な療養生活の移
行に関連する要因の解明（研究目的２） 
１）文献検討による要因の解明 
研究目的１と同様のデータベースを用い
て６つのキーワードにより検索した。具体的
には「主体性」OR「自律性」、「転院」OR「退
院」OR「退所」、「高齢者」の検索式で抽出さ
れた文献について AND 検索を行った。その結
果抽出された 18 文献を分析対象とした。 
 そして、対象文献の結果の記述から「要介
護高齢者が主体的に療養生活の場を移行す
る要因」に関する記述を抜き出してコードと
し、類似性に着目して帰納的かつ段階的にカ
テゴリー化した。 
 
２）インタビューデータによるカテゴリーの
洗練と妥当性の検討 
 在宅復帰・在宅寮支援機能加算の算定可能
な老健 5 施設に勤務する看護職 10 名・介護
職 13 名を対象としてインタビュー調査を行
った。そして，１）の文献検討により明らか
にした「要介護高齢者が主体的に療養生活を
移行するための要因」のカテゴリーを枠組み
として質的帰納的にカテゴリー化を行った。 
 
（３）在宅強化型老健の看護実践モデルの開
発（研究目的３） 
１）文献によるモデル枠組みの作成 
研究目的２－１）で得られた結果の最終カ
テゴリーを用いて、カテゴリー間の関係性を
確認しながら、“抽出されたカテゴリーは、
入院（入所）の状態から、次の生活の場に移
行するプロセスにどのように関連している
か”という観点から「要介護高齢者が主体的
に療養生活の場を移行する要因」を配置して
構造を示しモデル枠組みを作成した。配置の
際は raw data に戻って確認しながら進めた。
また、分析の全てのプロセスは複数の研究者
で検討を繰り返し、分析結果の信頼性と妥当
性を高めるように努めた。 
 
２）インタビュー調査によるモデル案の洗練 
研究目的２－２）で洗練した「要介護高齢
者が主体的に療養生活を移行するための要
因」を研究目的３－１）のモデル枠組みに反



映させた。 
 
３）全国の老健を対象とした質問紙調査によ
るモデル案の構成要素と構造の検討 
研究目的２－２）の結果により得られた最
終カテゴリーおよびサブカテゴリ―を用い
て，全国の介護老人保健施設を対象に質問紙
調査を行った。この調査では，在宅療養支援
に関する「加算をとっている施設（加算あり
群）」と「加算をとっていない施設（加算な
し群）」を比較し，加算をとっている施設の
特徴を解明し，看護実践モデルを洗練するこ
とを目的とした。なお，「加算あり」施設の
選定は，在宅強化型老健の算定基準を満たし
ている施設，および在宅復帰・在宅療養支援
機能加算を算定している施設の条件により
行った。全国の介護老人保健施設の中から，
前述した加算を取っている施設ととってい
ない施設を各 1000 施設サンプリングし，計
2000 施設を対象に郵送調査を実施した。調査
の回答は施設の属性に関する項目を事務担
当者に，ケア実践の状況に関する項目を看護
管理者に依頼した。 
分析は，対象施設の属性については，質問
項目ごとに回答数の割合を算出し，ケア実践
の状況については「まったく当てはまらな
い」を 1 点，「とてもよく当てはまる」を 5
点として得点化し，「加算あり」，「加算なし」
の施設群でその平均点をｔ検定で比較した。
これらの分析結果を踏まえて，モデル案の構
成要素と構造を再検討した。 
 なお，インタビュー調査および質問紙調査
については，千葉県立保健医療大学の倫理審
査委員会の承認を受けて行った。 
 
４．研究成果 
（１）在宅強化型老健の算定可能な施設の特
徴の解明（研究目的１） 
 文献検索の結果、32 文献が抽出された。自
施設の取り組みを紹介した文献が最も多く
30 件、座談会やシンポジウムの記録が 2件だ
った。 
 分析の結果、在宅強化型老健における在宅
復帰率向上に向けた取り組みの 15 項目が示
された。このうち、6 項目は「利用者や家族
に対する取り組み」で、9 項目は「組織運営
に関する取り組み」だった。「利用者や家族
に対する取り組み」の 6 項目は、［入所前訪
問の実施］、［入所前や入所時点で入所目的の
明確化］、［退所前訪問の実施］、［リハビリテ
ーションの重視］、［家族が困ることが予想さ
れる利用者の状態に対するケアの強化］、［在
宅介護が可能かもしれないと思えるための
家族支援］だった。また、「組織運営に関す
る取り組み」の 9項目は［手厚い人員配置］、
［在宅復帰施設であるという職員の意識統
一］、［施設管理者の強力なリーダーシップ］、
［多職種協働に向けた情報共有のシステム
利用］、［病院への転院を予防するための利用
者の健康管理］、［他機関に向けた宣伝的な連

携］、［関連支援機関との連携］、［支援相談員
などによるベッドコントロール］、［施設独自
の取り組み］だった。 
  
（２）在宅復帰率が高い老健をフィールドと
した、要介護高齢者の主体的な療養生活の移
行に関連する要因の解明（研究目的２） 
１）文献検討による要因の解明 
文献検索の結果、18 文献が抽出された。 
 分液の結果、要介護高齢者が主体的に療養
生活の場を移行する往路セスに関連する要
因として【移行の方向性に関連する要因】、
【移行の具体的な支援に関連する要因】、【移
行プロセスにおける意思決定と遂行に関連
する要因】、【移行プロセスのモニタリングに
関連する要因】、【移行の帰結に関連する要
因】の５つのカテゴリーが明らかになった。
さらに、【移行の方向性に関連する要因】に
は［高齢者と家族の移行の明確性］、目指す
療養生活の方向］の2つのサブカテゴリ―が、
【移行の具体的な支援に関連する要因】には
［療養で対応が必要となる事柄］、［支えとな
る資源の存在］の 2 つのサブカテゴリ―が、
【移行プロセスにおける意思決定と遂行に
関連する要因】には［高齢者の意思決定能力］、
［高齢者や家族の意思表示力］、［決めたこと
の実行力］の 3 つのサブカテゴリ―が、【移
行プロセスのモニタリングに関連する要因】
には［自分のこととしての受け入れ］、［介護
に対する家族の受け入れ］、［高齢者と家族の
心理状態］、［身体状況や移行時期の見極め］、
［自己実現に向けた模索的、段階的な前進］
の５つのサブカテゴリ―が、【移行の帰結に
関連する要因】には［介護を通した家族関係
の発展］の１つのサブカテゴリ―が含まれた。 
 
２）インタビューデータによるカテゴリーの
洗練と妥当性の検討 
 在宅復帰・在宅寮支援機能加算の算定可能
な老健 5 施設に勤務する看護職 10 名・介護
職 13 名へのインタビューデータから，484 コ
ード（看護職 237 コード，介護職 247 コード）
が得られた。これらを文献検討によって導か
れた「要介護高齢者の主体的な療養生活の移
行に関連する要因」の結果を分析枠組みとし
て質的帰納的に分析した。最終的に【高齢者
の要因】，【家族の要因】，【ケアの要因】，【ス
タッフの要因】，【連携の要因】，【施設の要因】，
【システムの要因】，【移行可能性の見極めの
要因】の 8 つのカテゴリーに再編成された。 
 
（３）在宅強化型老健の看護実践モデルの開
発（研究目的３） 
１）文献によるモデル枠組みの作成 
研究目的２－１）の文献検討で得られた 13
の最終カテゴリーを“抽出されたカテゴリー
は、入院（入所）の状態から、次の生活の場
に移行するプロセスにどのように関連して
いるか”という観点から関連性を検討して配
置して構造図を示し，これを在宅強化型老健



の看護実践モデルの素案を作成した。 
 さらに，研究目的２－２）のインタビュー
調査の結果をふまえ，モデル素案を再検討し
て洗練した。 
 
３）全国の老健を対象とした質問紙調査によ
るモデル案の構成要素と構造の検討 
 全国の老健のうち，在宅強化型老健の算定
基準を満たしている施設，および在宅復帰・
在宅療養支援機能加算を算定している老健
1000 施設，いずれの加算も算定していない従
来型の老健 1000 施設をランダムにサンプリ
ングして質問紙調査を依頼した。 
 その結果，204 施設から回答が得られ，回
収率は 10.2％だった。対象施設の平均入所期
間は 419.8 日，平均在宅復帰率は 39.1％，在
宅移行に関する施設内研修があるのは
26.4％だった。 
在宅移行支援に関する加算の有無とケア
の実施状況の関連の分析では，【入所者に関
連するケア実践】では，［入所中に退所後の
介護必要度を確認している］，［入所中に，退
所後に必要な医学的管理について確認して
いる］，［入所者の意向を本人に確認してい
る］の 3項目において「加算あり」群で有意
に得点が高かった。 
家族に関連するケア実践では，［家族の介
護能力を確認している］，［家族の健康状態を
確認している］，［家族に在宅介護の受け入れ
の意向を確認している］，［介護が家族の生活
に与える影響を確認している］，［入所者の
ADL に対する家族の理解を確認している］，
［家族と入所のスタッフが直接，情報交換や
話し合いを行っている］の６項目において
「加算あり」群で有意に得点が高かった。 
【入所中のケア実践】では，［入所者本人
に，ケアプランの方針や内容について説明し
ている］，［入所者・家族との信頼関係を築く
ように努めている］，［入所中の介護方法を，
在宅でのケアに取り入れられるように支援
している］，［在宅の介護方法を，入所中のケ
アに取り入れている］の 4項目において「加
算あり」群で有意に得点が高かった。 
【情報取集や関係者との連携・調整】では，
［家族の意向を入所者に伝えている］，［入所
者の意向を家族に伝えている］，［今後の方向
性等を検討する場合，入所者本人も会議に参
加している］，［自宅の様子について情報収集
を行っている］の４項目において，「加算あ
り」群で有意に得点が高かった。 
以上のような結果をもとに，モデル案の構
成要素や配置の妥当性について検討した。 
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